
・ 物理探査･検層 　・　弾性波速度検層（ＰＳ検層）

調査位置は、( No.　）、調査深度は、（　ｍ）とする。

　・　常時微動測定

調査位置は、( No.　）、調査深度は、（　ｍ）とする。

・ 載荷試験（平板載荷試験） 調査位置は、( No.　）、調査深度は、（　ｍ）とする。

※ ・ 安定化試験（設計ＣＢＲ） 調査位置は、( No.　）、調査深度は、（　ｍ）とする。

・ 化学分析試験 試料採取数は、〇検体とする。

※ 試料採取位置は、監督職員の指示によること。

試験項目は別表による。

※ 試験方法等は補足説明書による。

※ ・ 地下水調査 　・　現場透水試験

※ 総合考察

※  （３）特記事項

※ ※ 作業時間 午前８：００から午後６：００までとする。

※ 但し、振動騒音を伴う作業は、午前９：００から午後５：００までとする。

※ なお、作業日時については、監督職員、施設管理者と事前に協議を行い承諾を受けること。

※ 調査中の安全確保 ボーリング作業範囲は、フェンスバリケードで囲う等の安全対策を講ずること。

※ 基準点  ※ 敷地共仕　　・

※ ※ 成果品の内容  ※ 敷地共仕（※ 報告書　　※ 土質標本　　※化学分析結果報告書）

※ ※ 成果品の提出 報告書は電子媒体とする。電子媒体は、地質・土地調査成果電子納品要領　平成28年10月（国土交通省）

（以下「電子納品要領」という。）を基本に、提出前に監督職員と協議すること。

No. 委託期間末の2週間前までに成果品を提出し、監督職員に下検査を受けること。

No. なお、別途印刷したものを製本（A4版　黒文字）し２部提出すること

No. 土質標本の保管については、監督職員の指示による。

No. 化学分析結果については、補足説明書による。

No.

No.

No. ※ 地盤の液状化判定 建築学会の基礎指針による。

No. ※ 推定地層断面図 既存データを含めて考察し、推定地層断面図は○面作成すること。

No. ※ 孔内水位の記録及び考察 補足説明書により、孔内水位の記録及び考察を行うこと。

No. ※ 国土地盤情報データ 地盤情報を「一般財団法人国土地盤情報センター」の検定を受けた上で、「国土地盤情報データベース」に登録すること。

ベースへの登録 受注者は、地盤情報の利用の可否について、電子納品要領に基づき、事前協議における発注者の指示に従って成果品

※ 　※　標準貫入試験　　 ・　スクリューウエイト貫入試験　　 ・　機械式コーン貫入試験 データに「公開可否コード」（ここでは、「公開可」を「利用可」、「公開不可」を「利用不可」と読み替えるものとする。）を

　・　孔内載荷試験（ＬＬＴ） 記入した上で、検定の申込を行うこと。

 調査位置は、( No.　）とする。 また、検定証明書については電子納品要領に規定されている格納フォルダBORING/OTHRSにPDF形式で格納すること。

調査は、予定建物杭頭付近の深度で１箇所とし、監督職員の指示による。

※

・

・ No. 〇 No. No. No. No. No. No. No. No. No.

・

　※　（シ）：固定ピストン式シンウォールサンプラー、（デ）：ロータリー式二重管サンプラー（デニソン）、（ト）：ロータリー式三重管サンプラー（トリプル）

調査内容 地質調査

 （１）一般共通事項

本特記仕様書の 項目又は記事欄中に○印をつけたものを適用する。

取り扱い方 特記のない場合は、※印のついた項目、記事等を適用する。

　　　地質調査業務特記仕様書

業務名称

調査場所

委託期間 契約締結日から令和　〇年　〇月　〇日まで

既存工作物等との 調査地点において、樹木の伐採や、コンクリート舗装等を撤去する必要がある場合は、監督職員の承諾

取り合い を受けること。なお、調査終了後、舗装等は現況復旧を行うこと。

標準貫入試験の速報値 随時監督職員に報告すること。 

仕様書等の優先順位 (1)図面等に対する質問回答書 (2)補足説明書 (3)特記仕様書 (4)図面 

(5)国土交通省大臣官房官庁営繕部   敷地調査共通仕様書(令和4年3月14日改定)（以下「敷地共仕」という。）

用語の定義 「地質調査」とは、｢敷地共仕」の「地盤調査」をいう。

し、指示を受けること。

 （２）地質調査

掘削方法 　※　ロータリーボーリング　　　　・

ボーリング 　※　位置については、図面による。

調査前の周辺調査 調査予定地周辺の給排水、ガス、電気等の地中埋設配管等の有無、位置を確認後調査に着手すること。

調査に要する設備 調査に要する給排水、電気等の設備は、受注者が用意すること。

予定外の対応 Ｎ値５０以上が５ｍ以上続く場合や、予定深度に達しても支持層を確認できない場合は、監督職員に報告

調査位置 深度（m） 孔径（mm） 備考

1 30 66

2 30 66+116 GL-〇mまでφ116、以下φ66

3 18 116

サウンディング

サンプリング 　※　試験の区分、種別及び資料採取箇所は下表による。

物理試験
試験種別

試料採取箇所（GL-　m付近）

変形・強度試験

圧密試験

物
理
試
験

盛土
細粒分含有率

〇m
液性限界・塑性限界

砂質土 細粒分含有率 〇m、〇m、〇m 〇m、〇m

〇m

土粒子密度

粒度

含水比

湿潤密度

三軸圧縮
変
形
・
強
度

試
験

一軸圧縮 〇m（シ） 〇m（デ）

一面せん断

繰返し三軸

ねじりせん断

土粒子密度

圧密
〇m（デ） 〇m（ト）

大阪府都市整備部住宅建築局公共建築室〇〇〇〇課
業務名称 0 公建〇〇第〇〇〇〇号

図面名称 地質調査業務特記仕様書 令和〇年〇月〇日



様式-302

調整事項一覧表

日付
受発注者
の別

担当 内容 希望期限 日付 担当 内容
備考No. 分野 該当箇所

質疑・要望・確認事項 回答・対応



欄が不足する場合は、裏面に記載すること。

※本様式は2枚作成すること。

記

様式-303

再委託（変更等）承諾願

令和　年　月　日

大阪府　様

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　契約約款に基づき、委託業務の一部を下記のとおり再委託することについて承諾願います。

委託業務の名称

1 2

再委託予定者の 所在地

商号又は名称

代表者氏名

再委託業務内容

再委託業務の契約金額（予定）

再委託期間

再委託する理由

公建　　第 　 　   号

令和　年　月　日

　　　　　　様

大阪府

再委託承諾書
　申し出のあった上記については、承諾したので、その旨通知する。なお、承諾内容等に変更が
生じる場合は、あらかじめ変更の申出を行い承諾を得ること。
　また、当該承諾内容等の履行については、次のことを承諾の条件とする。

1. 受注者は、再委託の相手方に対し業務の適正な履行を求めること。
2. 受注者は、本契約の業務に係る再委託等の相手方の行為の全てについて、責任を負うこ
と。
3. 受注者は、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書などの書類を適切に保管し、事後に
おいて履行の確認ができるように徹底すること。
4. 受注者は、発注者からの求めに応じ、３の書類の写しを提出すること。



3 4

様式-303（裏面）

再委託（変更等）承諾願別紙

委託業務の名称

再委託予定者の 所在地

商号又は名称

代表者氏名

再委託業務内容

再委託予定者の 所在地

再委託業務の契約金額（予定）

再委託期間

再委託する理由

5 6

商号又は名称

代表者氏名

再委託業務内容

再委託業務の契約金額（予定）

再委託期間

再委託する理由



印

欄が不足する場合は、裏面に記載すること。

※本様式は2枚作成すること。

公建　　第 　 　   号

令和　年　月　日

　　　　　　様

大阪府知事

再委託承諾書
　申し出のあった上記については、承諾したので、その旨通知する。なお、承諾内容等に変更が
生じる場合は、あらかじめ変更の申出を行い承諾を得ること。
　また、当該承諾内容等の履行については、次のことを承諾の条件とする。

1. 受注者は、再委託の相手方に対し業務の適正な履行を求めること。
2. 受注者は、本契約の業務に係る再委託等の相手方の行為の全てについて、責任を負うこ
と。
3. 受注者は、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書などの書類を適切に保管し、事後に
おいて履行の確認ができるように徹底すること。
4. 受注者は、発注者からの求めに応じ、３の書類の写しを提出すること。
5. 本契約は、建築士法（昭和25年法律第202号）第22条の3の3の対象となる契約であるため、
再委託先との契約においても同条による契約が必要となるので注意すること。

再委託期間

再委託する理由

再委託業務内容

再委託業務の契約金額（予定）

商号又は名称

代表者氏名

委託業務の名称

1 2

再委託予定者の 所在地

記

様式-304

再委託（変更等）承諾願

令和　年　月　日

大阪府知事　様

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　契約約款に基づき、委託業務の一部を下記のとおり再委託することについて承諾願います。



再委託期間

再委託する理由

再委託業務内容

再委託業務の契約金額（予定）

商号又は名称

代表者氏名

再委託予定者の 所在地

再委託業務の契約金額（予定）

再委託期間

再委託する理由

5 6

代表者氏名

再委託業務内容

再委託予定者の 所在地

商号又は名称

3 4

様式-304（裏面）

再委託（変更等）承諾願別紙

委託業務の名称



様式-305

（当初） ￥ （変更） ￥

（当初） （変更）

月 日

【事務所名】

TEL

FAX

業務報告書（建築・設備）
報告日　　令和 　　年　　月 　　日

報告対象期間 自    令和    年    月   日     ～      至     令和    年    月    日

委託業務の名
称

受 注 者

委 託 金 額

履 行 期 間

令和　　年 　　月 　　日 ～ 令和  　年 　　月　 　日 令和　　年 　　月 　　日 ～ 令和  　年 　　月　 　日

委託対象工事

(工事名)

大阪府○○新築工事

(工事概要)

／ ／

／ ／

業務内容 業務時間 月 日 管　理　技　術　者　記  録  欄

／ ／

／

／ ／

／ ／

意
図
伝
達
受
注
者

／ 会社

／ ／

／
府監督職員

／

／

工事監理業務
委託監督員

／ 主任監督員：

／ 監督員：

／ 管理技術者

／

累計　業務従事時間　計 時間 E-Mail

当月　業務従事時間　計 時間

／



様式-306

￥ ￥

￥ ￥

（変更工期） （変更工期）

月 日

TEL

FAX

建 築 工 事 監 理 報 告 書

報告対象期間 自    令和    年    月   日     ～      至     令和    年    月    日

工 事 名

請 負 者

報告日　　令和 　　年　　月 　　日

請 負 金 額
（変更金額） （変更金額）

工 期

令和 　　年 　月 　日 ～ 令和　　年 　月 　　日 令和　　年 　　月 　　日 ～ 令和  　年 　　月　 　日

令和　　年 　　月 　　日 ～ 令和  　年 　　月　 　日 令和　　年 　　月 　　日 ～ 令和  　年 　　月　 　日

進 捗 率 進捗状況    　･早い  　・普通　　 ・遅い　　　　日進捗状況    　･早い  　・普通　　 ・遅い　　　　日

規
模

主 任 技 術 者

監 理 技 術 者

現 場 代 理 人

規
模

推 定 前回  　  　 ％  今回 　   　 ％ 　（予定     　 ％） 前回  　     ％  今回 　      ％ 　（予定        ％）

工事進捗状況

遅 い 理 由

仕様書項目 工  事  監  理  業  務  処  理  記  録月 日 主　任  監  督  員  記  録  欄

／ ・　　　　・ ／

／ ・　　　　・ ／

／ ・　　　　・ ／

／ ・　　　　・ ／

／ ・　　　　・ ／

／ ・　　　　・ ／

／ ・　　　　・ 備 考 欄

／

／ ・　　　　・

／ ・　　　　・

／ ・　　　　・

／ ・　　　　・
府監督職員

／ ・　　　　・

／ ・　　　　・ E-Mail

／ ・　　　　・

／ ・　　　　・
現場事務所

／ ・　　　　・ 主任監督員

／ ・　　　　・ 監督員

・　　　　・

監
 
督
 
員

事務所名

117



報告日

           ○監督員事務所名  ：　

○主任監督員氏名  ：

○監督員氏名  ：　

月 月 月 月

出来高 出来高 公建室 支払予定額 出来高 出来高 公建室 支払予定額 出来高 出来高 公建室 支払予定額 出来高 出来高 公建室 支払予定額

（％） 検査希望日 提出日 （千円） （％） 検査希望日 提出日 （千円） （％） 検査希望日 提出日 （千円） （％） 検査希望日 提出日 （千円）

（記載事項）

注1: 公共建築室提出日が、その月の5日までは支払予定月と同一欄に記 注6: 支払予定にあがっていなくても執行するものがある場合は、

載し、6日以降はその翌月に記載する。 支払予定額に   追   と書く。

注2: 毎月、当月より4ヶ月分を記載すること。 注7: 毎月4･5月の支払額には、必ず予算年度を赤字で記入す

注3: 記入欄は、翌月分のみを下段に記載し、その他は上段に記載する。 る。

注4: 変更がある場合は、もとの数字に訂正の線を引き新しい数字を書く 注8: 左上の支払予定報告書の月は、提出月を記入する。

こと。  （もとの数字は消さないこと。） 注9: 前払いについては、可能な限り記入する。

注5: 不執行のものがあり翌月にまわす場合は、→印を付けること。 （出来高の欄に記入する。）

また、完全な不執行のものは数字に×印を付けること。 注10: 提出は2部とする。

注11: 報告は毎月10日までとする。

月支払い予定報告書 令和　　年　　月　　日

様
式
-
3
0
7

工     事     名



／
／
／
／
／
／

社会保険未加入者の通報状況・土砂搬出の有無・請求予定の確認（毎月）
有 ・ 無

・土砂搬出の有無（阪南2区は受入済証の複写添付（過積載確認）） 有 ・ 無

・請求予定日（直近で請求する1千万円以上の請求額、請求日）

／
／
／
／
／
／

社会保険未加入者の通報状況・土砂搬出の有無・請求予定の確認（毎月）
有 ・ 無

・土砂搬出の有無（阪南2区は受入済証の複写添付（過積載確認）） 有 ・ 無

・請求予定日（直近で請求する1千万円以上の請求額、請求日）

㊞ ㊞ ㊞

工 事 名 称 委託契約期間
自 令 和 2 年 4 月 1 日

至 令 和 2 年 5 月 1 日

様式-308

　　設備工事監理報告書【設備分離発注】

報告年月日 令 和 2 年 5 月 20 日

当該監理期間 自 令 和 2 年 4 月 1 日 ～ 至 令 和 2 年 4 月 30 日

令 和 2 年 4 月 1 日

（当初：　　　円） 至 令 和 2 年 5 月 1 日

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 一次下請負業者の確認（当初日）

受 注 者
請 負 金 額 　　　　円

工   　　期
自

確認日
建 物 概 要
下請指導責任者 監 理 技 術 者 工 事 職 種 下 請 負 者 名

0％ 順調　　　　・　　　　遅い

出　　来　　高 建築工事に比して

前
回

0%
今
回

0%
予
定

本工事の進捗状況 建築工事の進捗状況 機器・材料の検査記録（毎回）
機　器　・　材　料　名　(合/否判定） 確認日

確認日
未加入者

搬　　出

請求額 千円 請求日

・社会保険未加入者の通報状況（社会保険未加入状況報告書、工事元請下請関係者一覧表添付）

工 事 名 称 委託契約期間
自 令 和 2 年 4 月 1 日

至 令 和 2 年 5 月 1 日

当該監理期間 自 令 和 2 年 4 月 1 日 ～ 至 令 和 2 年 4 月 30 日

令 和 2 年 4 月 1 日

（当初：　　　円） 至 令 和 2 年 5 月 1 日

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 一次下請負業者の確認（当初日）

受 注 者
請 負 金 額 　　　　円

工   　　期
自

確認日
建 物 概 要
下請指導責任者 監 理 技 術 者 工 事 職 種 下 請 負 者 名

0％ 順調　　　　・　　　　遅い

出　　来　　高 建築工事に比して

前
回

0%
今
回

0%
予
定

本工事の進捗状況 建築工事の進捗状況 機器・材料の検査記録（毎回）
機　器　・　材　料　名　(合/否判定） 確認日

確認日
未加入者

搬　　出

請求額 千円 請求日

・社会保険未加入者の通報状況（社会保険未加入状況報告書、工事元請下請関係者一覧表添付）

受　注　者 主任監督員 監督員（電気設備） 監督員（機械設備）

（株）○○○○設備設計事務所

時　間
予 定 月 時 間 時　間 累 　　　計 時　間監　　理

電気設備
予 定 延 時 間 時　間 当　月　計

時　間

予 定 月 時 間 時　間 累 　　　計 時　間
時　　間

機械設備
予 定 延 時 間 時　間 当　月　計

公共建築室

総括主査 監督職員



／
／
／
／
／
／
／
／
／

／
／
／
／
／
／
／
／
／

㊞ ㊞ ㊞

工 事 名 称 委託契約期間
自 令 和 2 年 4 月 1 日

至 令 和 2 年 5 月 1 日

様式-309

　設備工事監理報告書【建築込発注】

報告年月日 令 和 2 年 5 月 1 日

当該監理期間 自 令 和 2 年 4 月 1 日 ～ 至 令 和 2 年 4 月 30 日

令 和 2 年 4 月 1 日

（当初：　　　円） 至 令 和 2 年 5 月 1 日

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 一次下請負業者の確認（当初日）

受 注 者
請 負 金 額 　　　　円

工   　　期
自

確認日
建 物 概 要
下請指導責任者 監 理 技 術 者 工 事 職 種 下 請 負 者 名

0％ 順調　　　　・　　　　遅い

出　　来　　高 建築工事に比して

前
回

0%
今
回

0%
予
定

機　器　・　材　料　名　(合/否判定） 確認日

本工事の進捗状況 建築工事の進捗状況
機器・材料の検査記録（毎回）

工 事 名 称 委託契約期間
自 令 和 2 年 4 月 1 日

至 令 和 2 年 5 月 1 日

当該監理期間 自 令 和 2 年 4 月 1 日 ～ 至 令 和 2 年 4 月 30 日

令 和 2 年 4 月 1 日

（当初：　　　円） 至 令 和 2 年 5 月 1 日

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 一次下請負業者の確認（当初日）

受 注 者
請 負 金 額 　　　　円

工   　　期
自

確認日
建 物 概 要
下請指導責任者 監 理 技 術 者 工 事 職 種 下 請 負 者 名

出　　来　　高 建築工事に比して

前
回

0%
今
回

0%
予
定

本工事の進捗状況 建築工事の進捗状況
機器・材料の検査記録（毎回）

0％ 順調　　　　・　　　　遅い

機　器　・　材　料　名　(合/否判定） 確認日

主任監督員 設備関係再受託者（受注者） 監督員（電気設備） 監督員（機械設備）

（株）○○○○設計事務所
時　間

予 定 月 時 間 時　間 累 　　　計 時　間監　　理
電気設備

予 定 延 時 間 時　間 当　月　計

時　間

予 定 月 時 間 時　間 累 　　　計 時　間
時　　間

機械設備
予 定 延 時 間 時　間 当　月　計

公共建築室

総括主査 監督職員



様式-310

～

1/1

月　日（曜日） 工事 業　　務　　内　　容 監理時間

監理業務処理記録表
委託業務の名称　：

監　理　時　間 計 0.0



予

定

実

施

様式-311

監理業務計画書

計

累

時
間

月 当初 4月 5月 12月 1月 2月 3月6月 7月 8月 9月 10月 11月

月　計

累　計

累　計

月　計

委託業務名称 監理契約期間
事務所名
（設備）

監督員

1

1

1

1

1

1



様式-312

令和　年 　月分

委託業務名称

 事務所名 監督員

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

1 2 3 4 5 6 7

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

8 9 10 11 12 13 14

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

15 16 17 18 19 20 21

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

22 23 24 25 26

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

（    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ） （    :    ～    :    ）

出　　勤　　簿

：

： ：

・土曜日：土
・日曜日：日
・祝日：祝



様式-313

工 事 名 称

工 期 ～ ※ 入力時の注意事項　

受 注 者 ・ 一部チェック項目について、対象外の場合はチェック欄の左にある「対象外」をリスト選択する。

※下記項目を入力してください。 ・ チェック欄　1段目（黄色着色セル）に確認年月日を入力（2021/4/1の形式で入力→R4.4.1と表示）。

委託監督員： ・ チェック欄　3段目はプルダウンメニューより○または×を選択。
　　　　　　　 改善指導を行った場合は2段目は指示の方法を選択し、最下段は指導内容等を入力する。

・ 判定欄は、○、×、対象外をリスト選択する。

・ 紫色 このセルは、編集できません。

（チェックの目安）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

R3.1.31
1　品質・安全管理体制 口頭改善指

×
総合施工計画

（着手前、施工中適宜）

契約後 増額変更後 追加
（契約後、増額変更後）

（施工中適宜）

（施工時１回）

3　労働保険関係成立票

変更なし 変更なし
（施工時１回程度）

4　建設業許可標識

更新・変更なし 更新・変更なし
（施工時１回程度）

（下請契約時、変更時）

（下請契約時、変更時）

（下請契約時、変更時）

（施工中適宜）

（施工計画時、施工中適宜）

11）　一括下請負の排除の徹底、及び適正な施工を確保してい
る。

10）　施工体系図等と、現場の施工体制が一致している。

9）　施工体系図を工事関係者、及び公衆が見やすい場所に掲
げている。

8）　下請負契約書（注文書・請書）の写し、及び再下請負通知
書を添付している。

5　施工体制台帳、施工
体系図

7）　施工体制台帳及び施工体系図を現場に備え付け、かつ、
写しを提出している。

6）　建設業法に定められた標識を正しく記載し、公衆の見やす
い場所に設置している。

←更新、技術
者等の変更
があった場合
に記入する。

4）　「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識を
現場に掲示している。

←工期等の
変更があった
場合に記入す
る。

5）　労災保険関係成立票を工事現場の見やすい場所に掲示し
ている。

3）　建設業退職金共済証紙の配布を受け払い簿等により適切
に管理している。

１

施

工

体

制

Ⅰ

施

工

体

制

一
般

1）　品質及び安全計画に見合う管理体制を確立している。

2　建設業退職金共済制
度

2）　掛金収納書（発注者用）、残余証紙の出所を明らかにする
資料、建退共対象労働者が従事しない場合は建退共掛金収
納書提出不要届を契約締結後1ヶ月以内に提出している。

施工プロセスチェックシート（建築工事・建築設備工事）

令和　年　月　日 令和　年　月　日

株式会社　○○○○

監督員　

項

目

種

別
確認事項

チェック欄
通し№）チェック内容

対象外 着手前
施工中

完成時 備考



受注時 工期・金額 工期 金額 現場代理人 監理技術者 主任技術者 完成時
（工事受注時、登録内容の変更時、工事完成時）

7　現場代理人

変更
（施工中適宜）

（着手前、施工中適宜）

8　監理技術者
　（主任技術者）
　（監理技術者補佐） 更新・交代なし

（着手前、技術者変更時）

更新・交代なし
（着手前、技術者変更時）

（着手前、施工中適宜、完成時）

（着手前、施工中適宜）

9　専門技術者

（着手前、施工計画時）

10　作業主任者

（施工計画時）

11　下請負者の把握

（着手前、下請契約の締結前）

17）※ 専任義務は建築一式工事で8,000万円以上、その他工事は4,000万円以上。
監理技術者が特例監理技術者であり他工事現場を兼任している場合は、当該工事と当該工事の他１工事の工事実績情報登録であることを確認し、監理技術者補佐の専任について確認する。

18）※ 監理技術者が特例監理技術者であり、その指導により監理技術者補佐が適切に実施した場合も、監理技術者が実施したものとして確認する。

19）※ 次のいずれかに該当する場合に選任が必要。
➀「一式工事」の中の専門工事（500万円以上）を自社施工する場合、②附帯工事（500万円以上）を自社施工する場合。

20）※ 高圧室内作業、ボイラー取扱作業、コンクリート破砕器作業、地山の掘削作業、土止め支保工作業、型枠支保工の組立て等作業、足場の組立て等作業、
建築物等の鉄骨の組立て等作業、木造建築物の組立て等作業、コンクリート造の工作物の解体等作業、特定化学物質作業、酸素欠乏危険作業、有機溶剤作業、石綿作業

21）　入札参加停止期間中、及び入札参加除外者等と下請負
契約を締結していない。

20）　当該作業に必要な作業主任者を選任し、配置している。
（選任すべき作業については、欄外20）※を参照のこと。）

19）　当該工事に必要な専門技術者を選任し、配置している。
（選任要件については、欄外19）※を参照のこと。）

18）　その技術者は、施工計画の作成、工程管理・品質管理、
その他技術上の管理、及び指導監督を行っている。（特例監理
技術者・監理技術者補佐の扱いについては、欄外18）※を参照のこ

17）　その技術者は、工事現場に専任している。（専任義務の
基準、および特例監理技術者・監理技術者補佐の扱いについ
ては、欄外17）※を参照のこと。）

16）　監督職員に通知した技術者を工事現場に配置している。

15）　技術者としての要件を資格者証等で確認した。

←資格の更
新、途中交代
があった場合
に記入する。

←資格の更
新、途中交代
があった場合
に記入する。

14）　監督職員に対し、承諾、協議、報告、提出を書面で行って
いる。

１

施

工

体

制

Ⅱ

配

置

技

術

者
等

6　工事実績情報サービ
ス（CORINS）

12）　工事受注時・登録内容の変更時・工事完成時の10日以内
（閉庁日を除く）に登録している。

13）　工事現場に常駐している。常駐義務を緩和している場合
にあっては連絡体制や工事現場の運営等に支障がない。



12　設計図書の照査

（着手前、施工中適宜）

（着手前、施工中適宜）

13　施工計画書

（着手前、施工前）

（施工中適宜）

14　品質・出来形管理

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

15　建設副産物

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

計画書 実施書
（総合施工計画書提出時）

16　工程管理

総合施工計画
（着手前、施工前）

（施工前、施工中適宜）

（施工中適宜）

32）　作業員の休日の確保を行った記録が整理されている。

31）　工事関係者等との調整や、条件変更等を反映した各種工
程表を作成し、適切な工程管理を行っている。

29）　再生資源利用計画、再生資源利用促進計画を施工計画
に含めて作成している。

着手前の計
画書のとおり

Ⅱ

工

程

管

理

30）　実施工程表、（週間工程表、月間工程表、工種別工程表
等）を提出している。

←着手後、対
象となった場
合に記入す
る。

※変更した内
容は、全て着
手前の計画
書に反映させ
ること。

28）　産業廃棄物（特別管理産業廃棄物、汚泥を含む）、建設
発生土を適切に処理している。

27）　設計図書等に定める形状、寸法等の出来形管理を行っ
ている。

26）　設計図書等に定める材料、施工方法及び仕様の品質管
理を行っている。

25）　施工計画書の内容と、現場の施工方法が一致している。

24）　総合施工計画書は着手前に、工種別施工計画書は施工
前に作成し、監督職員に提出している。

２

施

工

状

況

Ⅰ

施

工

管

理

22）　工事請負契約書第18条第1号から第5号に係る設計図書
の照査を行っている。

23）　照査の結果、該当する事実を発見したときは、その旨を
監督職員に通知し、確認を請求している。



17　安全活動

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

18　仮設設備点検等

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

（施工中適宜）

総合施工計画
（施工計画時、施工中適宜）

（施工計画時、施工中適宜）

（施工中適宜）

19　関係機関等

（着手前、施工中適宜、完成時）

（着手前、施工中適宜）

（着手前、施工中適宜）

計画書
（着手前）

（施工中適宜）

完成時
（完成時）

48）　廃棄物管理票報告書を提出している。

47）　受注者は監督職員の承諾を得ていない紙マニフェストを
交付していない。

８

法

令

遵

守

等

Ⅱ

電

子

マ

ニ

フ

ェ

ス

ト

不

使

用

←着手後、対
象となった場
合に記入す
る。

※変更した内
容は、全て着
手前の計画
書に反映させ
ること。

20　電子マニフェスト不
使用
【令和５年4月1日以降に
契約した工事に限り適用
する】

46）　電子マニフェストを使用して産業廃棄物の処理ができるこ
とを証する書類の提出している。

着手前の計
画書のとおり

45）　地域住民等と施工上必要な折衝、苦情等があった場合は
対応を行い、その経過を記録している。

Ⅳ

対

外

関

係

43）　官公署その他の関係機関への届出・手続き等を行ってい
る。

44）　関連工事への協力、隣接工事との調整を行い、円滑な施
工に努めている。

42）　足場、型枠支保工の作業開始前点検を実施している。ま
た、足場の組立・変更時等は、その結果を記録している。

41）　山留めの点検・計測の方法等について事前に検討のうえ
実施している。

40）　車両系建設機械の作業計画を定め、安全対策に取り組
んでいる。

39）　機械等の定期自主検査等を実施し、その結果を記録して
いる。

38）　過積載防止について施工計画書に記載し、対策に取り組
んでいる。

37）　新規入場者教育を実施（関係請負人からの報告を含む）
している。

36）　安全巡視、TBM、KY等を実施している。

35）　安全教育、安全訓練を実施し、活動を記録している。

２

施

工

状

況

Ⅲ

安

全

対

策

33）　災害防止協議会等を設置・運営し、議事を記録している。

34）　安全パトロール（店社パトロール）を実施している。



様式-314

委託業務名称 大阪府営　　住宅（建て替え）工事監理業務 委託期間 自　平成　　　年　　　月　　　日

平成　　　年　　月 平成　　　年　　月 平成　　　年　　月 平成　　　年　　月
出 勤

～
退 出 勤 務 出 勤

～

（　　工事） 至　平成　　　年　　　月　　　日

監理事務所名 委託監督員

出勤簿集計表 1/

時 間 時 間 時 間

出 勤

1日 ～ 1日

～
退 出 勤 務

時 間 時 間 時 間 時 間 時 間 時 間

退 出 勤 務 出 勤
～

退 出 勤 務

時 間 時 間 時 間

～

3日3日

1日1日

3日 ～ 3日

2日2日2日2日

5日 ～

4日4日4日 ～ 4日

5日5日5日

7日 ～ 7日

6日6日6日 ～ 6日

～

9日9日

7日7日

9日 ～ 9日

8日8日8日8日

11日 ～

10日10日10日 ～ 10日

11日11日11日

13日 ～ 13日

12日12日12日 ～ 12日

～

15日15日

13日13日

15日 ～ 15日

14日14日14日14日

17日 ～

16日16日16日 ～ 16日

17日17日17日

19日 ～ 19日

18日18日18日 ～ 18日

土 休

21日21日

19日19日

21日 日 休 21日

20日20日20日20日

23日 火 ～

22日22日22日 月 ～ 22日

24日 水 ～ 24日

23日23日23日

25日25日25日 木 ～ 25日

24日24日

26日26日 金 ～

27日27日

28日28日

27日 27日

26日26日

28日 28日

29日29日29日29日

31日

30日30日30日 30日

0.0 計 0.0
勤 務 日 数 勤 務 日 数 勤 務 日 数 勤 務 日 数

計 0.0 計 0.0 計

31日

勤 務 時 間 #REF!
※ 重点監理　　委託契約時間　　１４０時間 計

勤 務 日 数
累 計

勤 務 日 数
勤 務 時 間 0.0



出勤簿集計表 2/

委託業務名称 大阪府営　　住宅（建て替え）工事監理業務 委託期間 自　平成　　　年　　　月　　　日

平成　25年　4月 平成　25年　5月 平成　25年　６月 平成　25年　7月
出 勤

～
退 出 勤 務 出 勤

～

（　　工事） 至　平成　　　年　　　月　　　日

監理事務所名 委託監督員

時 間 時 間 時 間

1日 ～ 1日

出 勤
～

退 出 勤 務

時 間 時 間 時 間 時 間 時 間 時 間

退 出 勤 務 出 勤
～

退 出 勤 務

時 間 時 間 時 間

2日 ～

1日1日

2日2日2日

4日 ～ 4日

3日3日3日 ～ 3日

～

6日6日

4日4日

6日 ～ 6日

5日5日5日5日

8日 ～

7日7日7日 ～ 7日

8日8日8日

10日 ～ 10日

9日9日9日 ～ 9日

～

12日12日

10日10日

12日 ～ 12日

11日11日11日11日

14日 ～

13日13日13日 ～ 13日

14日14日14日

16日 ～ 16日

15日15日15日 ～ 15日

～

18日18日

16日16日

18日 ～ 18日

17日17日17日17日

20日 土 休

19日19日19日 ～ 19日

21日 日 休 21日

20日20日20日

22日22日22日 月 ～ 22日

21日21日

23日 火 ～

24日24日24日 水 ～ 24日

23日23日23日

金 ～

25日25日

27日

25日 木 ～ 25日

26日26日26日26日

28日 28日

27日27日27日

28日28日

30日 30日

29日29日29日

31日

29日

31日

30日30日

0.0 勤 務 時 間 #REF!
※ 重点監理　　委託契約時間　　１４０時間 計

勤 務 日 数
累 計

勤 務 日 数
勤 務 時 間

0.0 計 0.0
勤 務 日 数 勤 務 日 数 勤 務 日 数 勤 務 日 数

計 0.0 計 0.0 計



記

様式-315

既済部分検査請求書

令和　年　月　日

大阪府　様

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　令和　　年　　月　　日付けで業務委託契約を締結した下記業務について、契約約款の規定に
より、令和　　年　　月　　日現在の出来高をもって第　　回既済部分検査を請求します。

委託業務の名称

履行場所

契約金額 ¥

履行期間

令和 年

まで

日 から

令和 年 月 日

月



部分払及び完了精算払金額計算書

～

～

6 7 9 11 12 1 2 3

日間

　

/ ※1 × =

/ × =

/ × =

　 ※2 合計

/ ※1 × =

/ × =

/ × =

　 ※2 合計

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

10

○○○○○○○○○○○○工事監理業務

令和　年　月　日

業　務　名 履行期間 契約金額(税込)

内訳

　 　

監理業務期間合計日・時数

日数

○○○○○○○○○○○○工事監理業務
監理業務期間

月別 4 5 8

請求区分 監理業務期間
出来高歩合

出来高金額
出来高金額の
９分金額

既支払済金額 今回支払額 備　考
経過日・時数 ％

～

～

　 　　 　　 　

　

　 　　 　　 　

　

　 　　 　

　

　 　

　 　　 　

　

　

様式-315

※１　小数点以下第3位を切捨て

※２　小数点以下第2を四捨五入

　 　　 　　 　

　

　



主任

監理

)

工　　事　　概　　要

／ ／ No

／ ／ No

／ ／ No

／

（ 　―　○ ― ）

年

日

様式-317

（完成・中間・その他）検査資料 検査日 令 和 年 月 日

検査員
工 事 名

変更前工期 令和　年　月　日

請 負 金 額
現 　場
代理人

変更前金額(

受 注 者 工   期

月 日

令和 年 月

令和

技術者

監 督 員
大阪府
担　 当

主　任
監督員

監督員

指   示
処　理 資料番号

予 定 事   項 事   項

検　　　　　査　　　　　　記　　　　　録 事　　　　前　　　　検　　　　査　　　　記　　　　録

検 査 機 関
実 施

月／日
指   示

処　　理 資料番号 分　　　　類 月／日

有 ・ 無 済 ・ 未消 防
受注者・社

内
実 ・ 予 有 ・ 無 済 ・ 未 No

中 間 検 査 実 ・ 予 有 ・ 無

有 ・ 無 済 ・ 未

出来高検査 府・監督員実 ・ 予 有 ・ 無 済 ・ 未 No

建 築 主 事 委託事務所実 ・ 予 有 ・ 無 済 ・ 未 No

済 ・ 未 No

有 ・ 無 済 ・ 未

×

着工届 前払金請求書 工事写真

書 類 等 必要なもので完了 ― ● 未済 不 要 な も の

工事週報

労災保険成立
証明書

出来高・部分払
請求書

工事打合せ簿

現場代理人等
通知書

前払金保証証書

現場変更指示書・
協議録・委任状

建退共証紙
購入不要届

契約時工程表
測定報告書・
試験結果報告書

建退共証紙
購入計画書

出来高査定簿

申請書類（控）

建退共手帳取得
指導簿等

施工計画書・
施工要領書

図面・仕様書・
説明事項等

建退共掛金
収納書

使用材料品届

施工図

工事外注計画書 設計審査願 完成通知書

建退共証紙添付
状況報告書

施工体制台帳・
施工体系図

建設発生土処理計画書

下請契約書等
産業廃棄物
処理報告書等

建設発生土処分地届

下請負人
（受任者）通知書

産業廃棄物
処理計画書等

工事カルテ
（着手時・変更時）

実施工程表 引渡し予定日

建設発生土処理報告書

請負契約書（写） 施工段階検査 安全関係書類

火災保険等 機材検査



記
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指定部分完了届

令和　年　月　日

大阪府　様

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　下記のとおり指定部分が完了しましたのでお届けします。

委託業務の名称

指定部分
完了年月日

令和 年 月 日



記

様式-319

指定部分成果品引渡書

令和　年　月　日

大阪府　様

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　下記のとおり、指定部分にかかる委託業務が完了し、検査に合格しましたので成果品を引き渡
します。

委託業務の名称

指定部分
完了年月日

令和 年 月 日



様式-320

委託業務の名称

受注者

から

まで

概算額 増 から

（経費、税込） 減 まで

㊞

1.   この協議書は、２通作成し、当事者記名押印の上、各１通を保有する。

2.   協議内容については、必要に応じて積算資料及び図面等の資料を添付すること。

3.   協議内容欄には、変更内容、変更仕様、変更数量等を具体的に記載する。

処理・回答

発
注
者

上記について、□指示　□その他（　　　）します。

令和　年　　月　　日　　監督職員　 　　　　　　　　　　㊞

受
注
者

上記について、□承諾　□その他（　　　　）します。

令和　年　　月　　日

受注者

変更条件

1 概算額については、あくまで目安であり、変更後の委託金額は別途契約変更手続きの
上、確定する。

2 別途契約変更を行う場合の額は、大阪府の設計積算額に落札比率を乗じた額をもって
契約書を作成する。

協議内容

□　予算残額確認済

円
変更

履行期間

令和　年　月　日

令和　年　月　日

協　議　書（　　　回　）

現委託金額 円
現

履行期間

令和　年　月　日

令和　年　月　日


